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1 『化粧品再販売価格維持制度』は、1947 年 4 月『私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律』、いわゆる『独
禁法』が制定された後、1953 年 8 月に廉売競争からのブランド保護の観点等から制定され、「私的独占の禁止及び公
正取引の確保に関する法律の一部を改正する法律」が成立し、『再販制度』に関する適用除外制度が創設され、同年 9
月より公布、施行され化粧品も適用除外となり、指定再販商品 9 商品の一つとして『再販制度』により保護されるこ












業態別 販売高 構成比 前年比
化 粧 品 店 464,441 13.5 99.2
訪 問 販 売 432,345 12.6 98.7
量 販 店 509,378 14.8 100.4
薬 局 ・ 薬 店 975,128 28.4 101.9
百 貨 店 236,222 6.9 107.2
通 信 販 売 593,653 17.3 102.2
そ の 他 227,313 6.6 101.6













2014 年 1～12 月の化粧品出荷実績(確定値)では、個数は前年比 6.2％増の 29 億 700 万個、
数量は 7.9％増の 45 万 9838 トン、金額は前年より 610 億 5700 万円増加となる 4.3％増の
1 兆 4880 億 8500 万円となっている。2014 年は国内消費の回復基調が続いていることに加
え、化粧品が免税対象となった 2014 年 10 月から顕著に表れてきた訪日外国人によるイン
バウンド消費が上乗せとなり、個数、数量、金額のいずれも前年を上回っている。 
一方、週刊粧業の推計（表 1）では、2014 年の店頭における化粧品全体の販売高はトー
タルで前年比 1.6％増となった。過去 10 年間の推移をみると、2008 年まではほぼ横ばい



























れなくなってきている。百貨店の化粧品売上高は 3 年連続でプラス成長している。2014 年
度はインバウンド消費の活況もあり、7.2％増と全業態の中で最も高い伸び率を示した。訪
問販売の販売動向は、店舗型サロンを始めとする施策が定着、業績拡大に結びつける動きが
活性化しているが、2014 年度は 4 月以降、消費増税後の、駆け込み需要の反動が強く、高








作費）は 前年比 12.1%増の 1 兆 519 億円となり、初の１兆円超えとなった。尚、日本総広





部モバイル基盤グループは、2015 年 10 月 21 日インプレス主催の Think IT セミナーにお
いて「現在クックパッドのホームページへのアクセスは、PC とモバイル（スマホ等）から
の比率は 3 対 7 の割合であり、『モバイル・ファースト』の時代だ。」と語った。また米国の







年 6 月にほぼ毎日インターネットを利用した人は 5,610 万人で、16 歳以上の人口の 51％で  
                                                   
3週刊商業出版局（2015）『2016 日本の化粧品総覧』株式会社週刊粧業より 
4 Ms Soheila Soheil ,Principal/SoheilAmoon( IT Business Seminar, July 3, 2015) “72% of US online adults send or 
receive personal emails via smart phone at least weekly.” (Email Marketing Gets Responsive, Forrester, May 2014)  
 






端末別では、スマートフォンは 3,996 万人、家庭の   
PC が 2,165 万人で、スマートフォンからのインターネ  
ット利用が、家庭の PC を上回っている。スマートフォ 
ンのみでインターネットを利用する人は、10代は45％、 
20 代～40 代でも 30％程度存在するという。また、50 





図１ 2015.6のインターネット利用者数 5   の「2015 年スマートフォン広告市場規模」の調査に 
                よれば、2014 年のスマートフォン広告市場規模は、
3008 億円（前年比 62％）となり、大きく上昇した。また、2014 年は、国内におけるスマ
ートフォン端末の普及率が過半数となり、消費者のインターネット利用は、PC からスマー






5-2:TREND-2インターネット広告 7の利用は、DMP 8とブランディングに向かう 
 これまでインターネット広告拡大の大きな力となってきたのは、ネット上で購買が完結
する、E-コマース、（通販型）金融、ゲーム、予約（エアライン、ホテルなど）であるが、
2015 年 7 月 30 日の日経広告研究所の『広告界の最新動向報告』によれば、今後 BtoC 企業






















のブランディングや DMP の活用としてインターネット広告利用が見込まれると分析する。 
また、中でもインフィード広告は、スマートフォン広告の起爆剤と称されているという。 
 
5-3：TREND-3 E-コマースの店舗数が拡大し、モバイル購入比率が PCを上回る 
                    ヤフー株式会社の 2015 年 2 月 4 日の発表








図 2 Yahooショッピングストア数の推移 10      含む）が初めて 5 割を超えたことを発表し
た。2014 年度第 3 四半期に 48％であったモ 
バイル比率は 1 年で 8％近く増加し初めてパソコンを上回ったという 11。さらに、セブン
＆アイ・ホールディングスは、リアル店舗との連携を強化するネット通販サイト『オムニ






2016 年 2 月 9 日に発表し、遠隔による体験共有や作業指示を円滑にする。            
 







                                                   
9 http://shopping-tribe.com/news/15067/ .2015.11.7. 
10 ShoppingTribe, http://shopping-tribe.com/news/15067/ .2015.11.7. 




14 http://www.shiseidogroup.jp/releimg/2178-j.pdf. 2015.11.7.(写真提供資生堂) 
 
ITを活用し店頭での応対・提案力を強化 







業界大手の資生堂は、2012 年 4 月より、新ビジネスモデル次世代型美容サービスサイ
ト『watashi+ （ワタシプラス）』（写真 3）を開始しネット通販をスタートさせている。 
代表的なサイトコンテンツは、「Web BC カウンセリング」と消費者がセルフで診断でき





                      また、オンラインショップには一部商   














写真 3『watashi+ （ワタシプラス）』のサイトイメージ 17   2014 年 7 月には、自社で集めていた自 
                     社サイトの『ワタシプラス』の顧客情報 
（E-コマースサイトでの購買情報、『ワタシプラス』と契約する実店舗の購買情報、オン
ラインカウンセリングの利用履歴など）やアクセスログのデータに基づいた広告配信を始
めたという。また、同 11 月には、新規顧客の獲得を目指して「Yahoo DMP」の活用も開
始し、ヤフーの持つデータと自社のデータを組み合わせたターゲッティング広告を実施し
ている。その結果、通常のデモグラフィックによるターゲティング広告に対してクリック
率が 5 倍、成約率は 3 倍高くなったという。 
                                                   
15 CRM：カスタマー・リレーションシップ・マネージメント。顧客に応じたきめ細かな顧客管理システム。 
16 http://www.shiseido.co.jp/releimg/2000-j.pdf.2015.11.7. 
17 http://www.shiseido.co.jp/index.html .2016.3.12. 





その他資生堂は、若い世代との接点を得るため、2015 年 9月より、スマートフォン向け 
の美容アドバイス用のアプリを導入し、いつでもメーク悩みに答える対話型ソフトで新規






実施日：2015 年 12 月 対象：昭和女子大学生 95 名 
質問内容 : 「あなたは、化粧品を普段どこで購入してい 
ますか。(複数選択可です)」 
回答選択肢：(1)デパート (2)化粧品店 (3)ドラッグス 
トア (4)総合スーパー (5)バラエティスト 
ア (6)コンビニエンスストア (7)ネット・ 


















                                                   
18 http://t.co/Pjv5yv74L2 .2015.9.14. 
19 アンケートの本質問項目は、昭和女子大学現代ビジネス研究所の鶴沢真研究員の『ネット・ショッピングやフリマ・
アプリ（メルカリやフリル）での買い物行動に関するアンケート』より抜粋させていただいた。 
20 その他の回答者は 3 名おり、PLAZA と回答したものはバラエティストアへ組み込んだ。他には、「親のものを使
用」が 1 名、「化粧品をしていない」が 1 名、計 2 名には化粧品購入歴はなかった。 
 






















人数 24 33 76 7 14 3 3 2 










実施日及び実施対象者： 全 69 名 
2015 年 5 月 17 日（回答女子学生 39 名）グローバルビジネス学科 3 年 








































                                                   
21化粧品の口コミサイト、なぜ人気に？http://toyokeizai.net/articles/print/11940 東洋経済オンライン 2012.11.30 に
掲載された『アットコスメ』の創始者のインタービュー記事である。 






1970 年代から始まった半導体技術の発達、コンピューターの普及、企業への IT の浸透
を「第 3 次産業革命」と呼ぶのであれば、2015 年は、人口知能、ビッグデータ、自動制御、
クラウドと、まさに革新的技術が本格的に社会に登場し、「第 4 次産業革命」の始まりの時





























                                                   
22 IoT （Internet of Things）:モノがインターネットに接続されること。これからは自動車、工場機器、医療機器、ス
ポーツ器具といったモノがインターネットに接続され始めた。 
23 3rd Party DATA：自治体などが持っているデータを含む、公共的な第 3 者データ 















 尚、研究の過程において、昭和女子大学生 4 名（敬称略）大西奈生子・豊崎瑛理（英語コ
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